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■総面積（R3）

６，４０８.０９km2 （全国20位・関東最大）

■可住地面積（R3）

３，００５.０６km2 （全国12位・46.9％）

■人口総数（R3.10.1）

１，９２１，５７５人（全国19位）
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１ 栃木県の概況

各市町総面積に占める可住地面積の割合

県総人口に占める市町人口割合 可住地面積１㎢当たりの市町人口割合

資料：栃木県「統計指標ふるさとウォッチング」

○県央・県南部地域は関東平野

の一部を構成

○県北部地域は主に山地地形で

あるが日光・那須など全国有数

の観光地を擁する

宇都宮市

宇都宮市

日光市

那須塩原市

足利市
小山市

真岡市

資料：栃木県「統計指標ふるさとウォッチング」

栃木市

大田原市

那須烏山市

鹿沼市

佐野市 下野市

矢板市
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２ 栃木県の人口状況
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万人

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

193.5万人 198.4万人 200.5万人
201.7万人

(人口ピーク) 200.8万
人

197.4万人
193.3万人

資料：総務省「国勢調査」

栃木県の総人口の推移

栃木県の総人口の推移と将来推計（趨勢ケース）

資料：総務省「国勢調査」、栃木県総合政策部推計(2019年10月) 資料：栃木県総合政策部推計(2019年10月)

○栃木県の総人口は平成17(2005)年にピーク

(201万6,631人)を迎え、その後減少に転じている。

○今後、人口減少は加速度的に進行し、令和42(2060)

年には約130万人にまで減少すると予測される。

○令和２(2020)年の年齢階層別構成比は年少人口が約

12%、生産年齢人口が約59%、老年人口が約29%であ

り、今後も年少人口と生産年齢人口割合が減少すると予

測される。
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３ 栃木県の経済環境

○栃木県における産業構造の特徴として、全国有数のものづくり県として発展を遂げた結果、製造業を中心とした第２次産業の

占める割合が全国と比較して大きい。

○栃木県の製造品出荷額等は、平成20（2008）年に過去最高額（9兆2,792億円）となり、全国順位も上位で推移

○今後、持続的な産業の競争力を高めていくため、デジタル技術の積極的な活用に加え、高い定時性と効率的な物流の実現によ

る生産性向上が求められる。

県内総生産（名目）における第1次・第2次・第3次産業の構成割合 栃木県の製造品出荷額等・従業者数の推移

リーマンショックによる影響

資料：経済産業省「工業統計調査」資料：内閣府「県民経済計算」(2020年10月時点)を加工して栃木県総合政策部が作成

栃木県の産業構造

東日本大震災による影響
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３ 栃木県の経済環境

栃木県内の工業団地等位置図

○栃木県内の産業拠点である工業団地等は、令和２（2020）年

時点で約１００か所が稼働中

○工業団地等の立地状況を見ると、東京圏に近接する県央部から

県南部を中心に多く分布している。

○本県の道路の骨格を形成する 「東北自動車道」、「北関東自動

車道」といった高速道路や、「国道４号」、「国道50号」、更には

「常総・宇都宮東部連絡道路」等の地域高規格道路など高速交通

網の沿線には東京圏からの距離にかかわらず数多く立地してい

る。

○一方、県東部地域は可住地面積割合が比較的高いにもかかわ

らず、工業団地等の立地が少ない状況にある。

栃木県内の産業拠点の状況

資料：「栃木県の工業」をもとに県土整備部で作成

国内最大規模の内陸型工業団地「宇都宮清原工業団地」
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３ 栃木県の経済環境
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栃木県の観光客入込数・宿泊数の推移

資料：栃木県「栃木県観光客入込数・宿泊数推定調査」

栃木県の観光産業

○栃木県は日光や那須をはじめ、我が国を代表する優れた観光資源が県内各地域に存在

○本県における観光客入込数は、平成23(2011)年の東日本大震災以降、増加傾向で推

移し、平成30(2018)年に過去最高の9,544万人となったが、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大に伴い、観光客入込数等が大きく落ち込んでいる。

○観光産業の回復に当たっては、県内外の観光誘客の促進と県内観光地を効率的に周遊

できる基盤の整備が求められる。
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４ 頻発化・激甚化する自然災害
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○栃木県では、東日本大震災をはじめ、頻発化・激甚化する自然災害により、国道等

の広域道路網が寸断され、経済面・生活面に多大なる影響が及んだ。

○東日本大震災の際に東北自動車道や国道４号の迂回ルートとなった国道１２１号は

平成２７年関東・東北豪雨で被災し、観光地が孤立するなど地元経済に大きな被害

をもたらした。

○防災・減災、国土強靱化の観点から、高規格道路のミッシングリンク解消やダブル

ネットワークの構築等による機能強化が急務となっている。

令和元年東日本台風による被害
（国道２９４号（那須烏山市））

栃木県内における時間30㎜以上の降雨回数

資料： 宇都宮地方気象台警報発表回数データを加工し栃木県県土整備部で作成

1時間降水量30㎜以上の
年間発生件数は増加している

（mm）

(年)

大規模自然災害による被害

平成27年関東・東北豪雨による被害
（国道１２１号（日光市））

東日本大震災による被害
（国道４０８号（宇都宮市））

7



栃木県
TOCHIGI
PREFECTURAL
GOVERNMENT

５ 道路関係予算の状況

国土交通省 道路関係予算の推移 資料：国土交通省

栃木県予算の推移 資料：栃木県県土整備部作成

国土強靱化３か年緊急対策

国土強靱化５か年加速化対策
平成27年
関東・東北豪雨

令和元年東日本台風

○国土交通省の道路関係予算は平成26(２０１４)年度

以降、約2.5兆円程度で微増傾向で推移

○栃木県当初予算に占める県土整備部予算の割合は

１割前後で推移

○県土整備部予算のうち道路関係予算は平成２７

（２０１５）年度までは４００億円前後であったが、近年

では５００億円程度となっており、特に維持・補修系

予算は９年間で約２倍となっている。

道路関係予算の推移
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６ 栃木県の道路整備状況①
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自動車の保有率 全国第 ６位 （９０．０％、 R3.3自動車検査登録情報協会登録台数、R2国勢調査から算出）

自動車の免許保有率 全国第 ３位 （７２．３％、 R3 交通年鑑）

自家用車利用通勤通学率 全国第12位 （７３．３％、 R2国勢調査・利用交通手段）

関東地方都県別 国道・県道の道路改良率
資料：国土交通省道路統計年報2021

栃木県の自動車利用に関する指標

79.3% 77.9% 78.8%

87.4%

80.3%

87.0%
84.8%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%
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95.0%

100.0%

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県

栃木県の道路改良率
（車道幅員5.5m以上）
は関東地方で最下位

栃木県の道路整備状況

2213.1㎞（59.1％）

62.3％

1531.8㎞（40.9％）

37.7％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

栃木県

全国

整備済
未整備

栃木県の国道・県道 道路整備率 資料：国土交通省道路統計年報2021

○栃木県は、自動車利用に関する各指標を見

ると、いずれも全国上位に位置し、全国有数

の車社会となっている。

○一方、道路整備の状況は、栃木県の国道・県

道の道路整備率（混雑度１.0未満）は59.1%

で全国平均を下回る状況にあり、混雑してい

る道路が総延長の約４割に上っている。

○また、国道・県道が車道幅員５．５ｍ以上と

なっている道路改良率では、関東地方の１都

６県のうち、最下位となっており、道路整備

が未だ不十分な状況
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６ 栃木県の道路整備状況②
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○栃木県の道路の骨格を形成する高速道路（東北自動車道、北関東自動車道）

や直轄国道（国道４号、新４号国道、国道５０号）は、県内のみならず、東日本の

広域的な道路ネットワークの主軸

○東日本大震災の際は、東北自動車道、国道４号が緊急輸送道路として復旧・

復興活動の重要な役割を果たすなど、防災・減災、国土強靱化の観点からも

重要な役割を担う

○高速道路及び直轄国道は、栃木県内幹線道路の道路延長のうち、高速道路

及び直轄国道の割合が約10%に対し、交通量は約３５％を分担

○平常時・災害時を問わない安定的な人・モノの移動の確保に向け、これらの

路線の機能強化はもとより、同等の機能を担うダブルネットワークの構築が

必要

栃木県の高速道路と直轄国道の役割

道路延長構成比＜栃木県内＞

高速道路・直轄国道の交通量の状況

資料：平成27年道路交通調査
栃木県の道路種別交通分担率（走行台キロ分担率）

全車の走行台キロ構成比＜栃木県内＞

資料：平成27年道路交通調査
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７ 広域道路整備計画の経緯①

コリドール・ネットワーク図

クロスコリドール構想

○栃木県では、昭和６１年に策定した総合計画「とちぎ新時代創造計

画」において地域整備の戦略として「北関東クロスコリドール構想」

を位置付け。

○以降、本県の立地条件を踏まえ、本構想をもとに県内外を結ぶ交

通網を整備し、人、物、産業、文化などの幅広い交流の形成を目指す

としてきた。
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７ 広域道路整備計画の経緯②

広域道路網マスタープラン（平成10年）

広域道路整備基本計画

○平成５年に国（建設省）と栃木県が、地域整備や道路整備の目標、基

本方針等を定めた「広域道路整備基本計画（広域道路網マスタープ

ラン）」を策定 （H6.12に地域高規格道路※の第１回指定実施）

※地域高規格道路
・サービス速度60～80㎞/ｈの速度を提供できる質の高い道路とし、自動車専用
道路またはそれと同等の機能を有する
・路線指定には整備の妥当性等を検討する「候補路線」と整備計画の検討
等を行う「計画路線」がある

○平成１０年に社会・経済情勢や地域開発の進展に対応し、県内の主

要都市を60分で結ぶことを実現するため見直しを実施

○この見直しにあわせて、「常総・宇都宮東部連絡道路」、「日光宇都宮

道路」が計画路線に、「栃木西部・会津南道路」が候補路線に指定

栃木県の広域道路整備基本方針（H10 広域道路整備基本計画）

道路整備の目標

①県内各地と県都宇都宮市及び県内主要都市間

を60分で結ぶ

②県内各地から高速交通幹線までを30分で結ぶ

道路ネットワーク
の考え方

①空港、港湾や全国各地との交流ネットワークを

補完する格子状の広域幹線道路整備

②県土60分構想を実現するみちづくり

③地域の活力を生み出すみちづくり

④人々が集う魅力あるまちづくりを目指した、都市

の骨格となるみちづくり

栃
木
西
部
・
会
津
南
道
路
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７ 広域道路整備計画の経緯③

県土６０分構想（平成１３年～）

県土６０分構想

○栃木県では、県内各地域と県都宇都宮市を６０分で結ぶなどの道路網の整備を掲げた

「県土６０分構想」を広域道路ネットワーク構築の基本理念としてこれまで整備を推進

○都市間を連絡する主要な道路の整備を推進してきた結果、宇都宮市から60分以内で

到達できる範囲の人口カバー率は90％以上を達成

○一方で、県東部・西部地域には高規格道路網の空白地帯が存在しており、高速道路等の

規格の高い広域道路の整備は未だ不十分で、道路ネットワーク全体として機能が十分に

発揮できていない状況にある。

3種類圏域図

県土60分圏域 高速IC 30・20・10分圏域 新幹線駅 30・20・10分圏域

資料：旅行速度データ(ETC2.0データ：2019年4月)

凡 例

高速IC30・20・10分圏域

IC30分到達圏域

IC20分到達圏域

IC10分到達圏域

高速IC・SIC

地域高規格道路・交差点

凡 例

新幹線駅30・20・10分圏域

駅勢30分到達圏域

駅勢20分到達圏域

駅勢10分到達圏域

新幹線駅（東北新幹線）

凡 例

県土60分圏域

県庁60分到達圏

栃木県庁

人口ｶﾊﾞｰ率 92.0% 人口ｶﾊﾞｰ率 96.7% 人口ｶﾊﾞｰ率 65.6%

県土６０分構想図

高規格道路
空白域
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７ 広域道路整備計画の経緯④

○「とちぎの道路・交通ビジョン2021」は、「とちぎ未来創造プラ

ン」や従来の「県土60分構想」の基本理念等踏まえ、21世紀中

頃までの長期的な観点から策定

○本ビジョンで掲げる目指す将来像は「誰もが、いつでも・どこで

も、安全・安心・快適に移動できる持続可能な社会」

○この将来像を実現するため、人口減少・少子高齢化や大規模自

然災害の発生リスクの高まり、インフラの老朽化等の課題に対

応し、「県民の豊かな暮らし」、「県内産業・観光の持続的な成長・

発展」、「国土強靱化」 を支える 「全国・海外と連携する交通

ネットワーク」、「県内各拠点を結ぶ交通ネットワーク」、「地域を

支える交通ネットワーク」の充実・強化と連携の促進を図る。

○計画期間

令和３（2021）年度を初年度として概ね20～30年間

とちぎの道路・交通ビジョン2021

とちぎ未来創造プラン 県土づくりプラン2021

とちぎの道路・交通ビジョン２０２１に掲げる
将来像イメージ図
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８ 新たな広域道路整備計画①（とちぎの道路・交通ビジョン２０２１）

広域道路ネットワーク計画

➢ 災害に強い国土を構築するため、施設の耐震化や老朽

化対策により道路機能の維持・強化を図る。

➢ 多重性や代替性を確保することにより、平常時・災害

時を問わず円滑で安定的な移動を可能にする道路

ネットワークの構築を図る。

➢ 県内各地域に存在する多彩な地域資源を連携させるこ

とで、都市から農山村に至るまで県全域に活力を波及

させ、地域コミュニティの維持・活性化を図る。

➢ 魅力ある観光資源を有効活用するため、地域間移動の

利便性や周遊性の向上を図る。

➢ 高速道路の機能強化により、国際交流拠点である空

港・港湾等へのアクセス性の向上を図るとともに、地域

高規格道路等の広域幹線道路の整備により、県域を越

えた交流連携の強化を図る。

③国土強靭化

②持続可能で魅力ある都市・地域づくり

①国際交流拠点や全国とのネットワークの強化

○平常時・災害時を問わない安定的な物流ネットワークの確

保や、空港・港湾等へのアクセス強化、国土強靱化などの観

点から、県内都市間はもとより全国・海外との連携に必要と

なる広域道路ネットワークについて充実・強化を図る。

本県の骨格を形成する広域道路交通網

本県の骨格を形成する高規格幹線道路を中心として、特に

重要である格子状（グリッド型）の広域幹線道路網の重点的な

整備を推進することで、整備効果の県全体への波及を図る。

主軸となるルート

主軸を補完するルート

高規格幹線道路

地域高規格道路

鉄道等

宇都宮鹿沼

真岡下野

さくら

矢板
日光

小山

栃木
佐野

足利

那須烏山

那須塩原

茂木

益子

市貝

芳賀

高根沢

那珂川

塩谷

那須

高萩・北茨城

福島空港

福島・仙台

会津若松

山形・秋田

新潟・沼田

前橋・高崎
長野

水戸・茨城港

茨城空港

つくば

静岡・清水港
成田国際空港

首都圏中央連絡自動車道
（圏央道）

野木

壬生
上三川

栃
木
西
部
・
会
津
南
道
路

常
総
・
宇
都
宮
東
部
連
絡
道
路

大田原

東京・横浜
羽田空港

日光・尾瀬幹線

栃木県央横断幹線

那須南・茨城北部
連絡幹線

広域道路整備の基本方針
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８ 新たな広域道路整備計画②（とちぎの道路・交通ビジョン２０２１）

21世紀中頃を見据えたとちぎの広域道路ネットワーク図
広域道路の階層

構想路線

その他広域道路

一般広域道路

高規格道路

○ 高規格道路

高速道路などの高規格幹線道路やそれを補完する地域高規格

道路などで構成され、我が国の経済活動を支えるとともに、頻発

化・激甚化、広域化する災害からの復旧・復興を図るため、主要な

都市や重要な空港・港湾を連絡する道路

○ 一般広域道路

広域交通の拠点となる都市を効率的かつ効果的に連絡する道路

や高規格道路等と重要な空港・港湾等を連絡する道路

○ 構想路線

高規格道路としての役割が期待されるが、ルート・構造について

構想段階の道路

○ その他広域道路

高規格道路や一般広域道路と一体的に機能する広域道路

栃木県の広域道路ネットワーク
（広域道路交通計画）
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８ 新たな広域道路整備計画③（関東ブロック新広域道路交通計画）

■基本戦略

① 中枢中核都市等を核としたブロック都市圏の形成 ・⼈口減少社会への

対応や自動運転技術の進展等を踏まえ、中枢中核都市や連携中枢都市圏、

定住自⽴圏等の経済・⽣活圏を相互に連絡し、これらの交流・連携を促進

する。

② 東京圏等の競争⼒や魅⼒の向上 ・東京圏やブロック都市圏内の拠点間

連絡、環状連絡を強化し、都市圏の競争⼒や魅⼒の向上を図る。

③ 空港・港湾等へのアクセス強化 ・グローバルな対流を促進するため、

空港・港湾等へのアクセスを強化する。

④ 道路の⽼朽化への対応 ・形成したネットワークを次世代に継承するため、

予防保全による道路の⽼朽化対策を進める。

⑤ 災害に備えたリダンダンシー確保・国⼟強靱化 ・巨⼤災害や頻発・激震化

する自然災害に備えたリダンダンシーの確保や国⼟強靭化を推進する。

関東ブロック新広域道路交通計画

関東ブロック広域道路ネットワーク計画図
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９ 栃木県の有料道路①

○令和５（2023）年３月現在、栃木県道路公社では有料道路２路線を管理運営

①日光宇都宮道路

： 国道１１９号及び１２０号

： 宇都宮市徳次郎町～日光市清滝桜ヶ丘町

： ３０．７ｋｍ

： 第１種第３級

： ８０ｋｍ／ｈ （宇都宮IC～日光IC）、６０ｋｍ／ｈ （日光IC～清滝IC）

： 宇都宮IC～日光IC間 ４車線

：日光IC～清滝IC間 ２車線

： 昭和51（1976）年12月25日～令和16（2034）年 5月19日

（57年間）

： 普通車４７０円、大型車６９０円、特大車１，６３０円

： 実績 ２１，４１０台 ／ 計画 ２４，７４６台 （実績／計画８６．５％）

： 収入 １４．７億円 ／ 支出 ２８．５億円

②宇都宮鹿沼道路

： 国道１２１号

： 鹿沼市深津字下台原～宇都宮市西川田町字西田

： １．６ｋｍ

： 第３種第２級

： ６０ｋｍ／ｈ

： ２車線

： 平成 8（1996）年 3月18日～令和 8（2026）年 3月17日（30年間）

： 普通車１６０円、中型車２１０円、大型車２６０円、特大車４３０円、

軽自動車１１０円、軽車両等２０円

： 実績 ２，４０６台 ／ 計画 ８，３１９台 （実績／計画２８．９％）

： 収入 １．３億円 ／ 支出 ０．９億円

路 線 名

起 点 ・ 終 点

延 長

道 路 規 格

設 計 速 度

車 線 数

料 金 徴 収 期 間

料 金 （ 全 線 ）

R3日平均交通量

R 3 収 支 状 況

路 線 名

起 点 ・ 終 点

延 長

道 路 規 格

設 計 速 度

車 線 数

料 金 徴 収 期 間

料 金

R3日平均交通量

R 3 収 支 状 況

栃木県道路公社が管理する有料道路
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９ 栃木県の有料道路②
日光宇都宮道路の運営経緯と課題

○これまでの運営に関する経緯

➢ 昭和56（1981）年10月に全線供用後、平成17（2005）年６月に日本道路公団から栃木県道路公社に移管
➢ 平成23（2011）年３月に土沢IC、令和元（2019）年に篠井ICを追加ICとして供用開始
➢ 平成27（2015）年12月に橋梁及びトンネルの大規模修繕及び耐震補強を実施するため、国へ事業変更許可を申請
➢ 平成28（2016）年度より｢日光道リニューアル事業｣を実施中

○リニューアル事業の進捗状況（令和5（2023）年2月時点）

➢ 橋梁は25橋中13橋完了、6橋が施工中
➢ トンネルは2本の本体空洞対策工事を完了

○道路運営に関する懸案事項

➢ リニューアル事業に係る対策経費が当初予定より増加
【増加要因】労務費及び材料費上昇、諸経費区分（橋梁保全工事）の新設〔H28〕、消費税率の変更〔8%→10%〕）

➢ 対策未着手橋梁（6橋）の対策費用の確保
➢ 道路本体構造物以外の道路附属施設（道路情報提供設備、電気・通信設備等）や管理施設（建築施設）の老朽化対策費用の確保

凡例 （大規模修繕の対象 25橋梁 及び 2トンネル）
◎ ： 完了済 1３橋、 2トンネル
○ ： 実施中 ６橋
▲ ： 未実施 6橋
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９ 栃木県の有料道路③
宇都宮鹿沼道路の運営経緯と課題

○これまでの運営に関する経緯

➢ 本道路は、東北自動車道鹿沼ICと常総・宇都宮東部連絡道路（国道408号）に至る国道121号のうち、鹿沼市東部から宇都宮環状
道路までの延長2.5ｋｍのうち1.6ｋｍを有料道路により整備し、平成８（1966）年３月に暫定２車線（計画４車線）で供用

➢ 供用後、実績交通量が計画交通量を大きく下回る状況が続いており、令和８(2026)年３月の料金徴収期間満了時点で建設費の償
還が完了しない見込み

○周辺土地利用の状況

➢ 鹿沼市側は鹿沼ICから宇都宮鹿沼道路までの区間において鹿沼工業団地として沿道利用されているが、その東側に新たな産業団
地（鹿沼インター産業団地）の整備が進められている。

➢ また、宇都宮市の南部の北関東自動車道宇都宮上三川インターチェンジ付近にも新たに上三川南産業団地が造成されるなど、当
該道路を含めた国道121号の利用促進が見込まれる。

○道路運営に関する懸案事項

➢ 宇都宮鹿沼道路の接続道路は４車線整備済み（一部整備予定）であり、本道路のみ２車線区間となるため、今後の周辺土地利用
を考慮すると、物流ルート上においてボトルネック区間となる。

➢ 宇都宮鹿沼道路は、橋長452.5mの連続高架橋と、一級河川姿川を渡河する橋長59.4mの橋梁で構成され、全長1.6㎞のうち有料道
路区間の３分の１が構造物であるが、これらの橋梁は耐震補強が未実施のため、対策費用の確保など今後対応が必要となる。

連続高架橋（下欠高架橋） 道路状況（宇都宮市内から鹿沼方面）
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【参考】高速道路の対応状況
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１０ 懇談会の論点と今後のスケジュール

①栃木県の道路の現状と課題について（本日）

②有料道路の現状と課題等について

③有料道路の今後の管理・運営のあり方について

④有料道路の今後の管理・運営のあり方について（とりま
とめ）

⑤新広域道路交通計画に位置付けた構想路線（（仮称）つ
くば・八溝縦貫・白河道路、（仮称）北関東北部横断道路）
の検討状況について

⑥構想路線の検討状況（ルートの比較案説明）及び今後
の進め方について

４月～６月 ７月～９月 10月～１２月 1月～３月

令和５年度 令和６年度

1月～３月

論点
(検討項目) 10月～１２月４月～６月1月～３月 ７月～９月

令和４年度
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懇談会で御議論いただきたい論点

今後のスケジュール

○栃木県道路公社が管理する有料道路に関する今後の管理・運営のあり方について
➢ 令和８年度に料金徴収期間の満了を迎える宇都宮鹿沼道路の機能強化（橋梁耐震・４車線化）に要す

る経費の確保手法
➢ 日光宇都宮道路のサービス水準のあり方と道路施設等のリニューアルに要する経費の確保手法

○新広域道路交通計画に位置付けた構想路線（（仮称）つくば・八溝縦貫・白河道路、（仮称）北関東北部横断道
路）の事業化に向けた進め方 等


